
資料２

未定稿
負担金

２１．０兆円 補助金 （単位：兆円）

委託金

高齢者医療

4.3

市町村国保

2.4

生活保護

2.2

介護保険

2.0

児童手当・
子ども手当

1.7

障害者
自立支援

0.8

児童扶養
手当等

0.7

義務教育
負担金

1.6

高校
無償
化

0.4

補
助
金

0.6

負担金
14.2

補
助
金

0.4

負担金
2.0

負担金

0.9

補助金

2.2

補
助
金

0.3

社会保障関係
14.8

文教・科学振興
2.3

公共事業関係
3.1

その他
0.8

地方向け国庫補助金等の全体像 （平成２２年度当初予算）

17.2

3.5

0.3

※ 各種資料をベースに全国知事会ＰＴ推計。

※ 内は、主な補助金等を例示。

※ 端数処理の結果、各区分の積み上げと合計が一致しない箇所がある。

・後期高齢者医療給付費等負担金 28,103億円

・後期高齢者医療財政調整交付金 9,238億円

・国民健康保険後期高齢者医療費支援金

負担金 4,676億円

・国民健康保険後期高齢者医療費支援金

財政調整交付金 1,238億円

・国民健康保険療養給付費等負担金 18,978億円

・国民健康保険財政調整交付金 5,275億円

・介護給付費等負担金 13,008億円

・介護給付費財政調整交付金 3,652億円

・国民健康保険介護納付金負担金 2,135億円

・生活保護費等負担金 22,367億円

・子ども手当交付金 15,992億円

・障害者自立支援給付費負担金 5,887億円

・障害者医療費負担金 1,954億円

・児童保護費等負担金 5,057億円

・児童扶養手当給付費負担金 1,677億円

・児童育成事業費補助金 585億円

・地域生活支援事業費補助金 440億円

・次世代育成支援対策交付金 361億円

委託金 0.2

・公立高等学校授業料不徴収

交付金 2,387億円

・高等学校等就学支援金交付金 1,489億円

・社会資本整備総合交付金 22,000億円の内数（4,150億円）

・農山漁村地域整備交付金 1,500億円の内数（1,149億円）

・地域連携推進事業費補助 526億円

委託金 0.02 委託金 0.1

・義務教育費国庫負担金 15,938億円

負担金 0.02

国有資産所在市町村交付金 0.04

・地域再生基盤強化交付金 1,034億円

・水道施設整備費補助 680億円

・循環型社会形成推進交付金 522億円

・社会資本整備総合交付金 22,000億円の内数（17,850億円）

・農山漁村地域整備交付金 1,500億円の内数（ 351億円）

・私立高等学校等経常費助成費

補助金 972億円

・安全・安心な学校づくり交付金 784億円

・幼稚園就園奨励費補助金 204億円

・電源立地地域対策交付金 1,173億円

・交通安全対策特別交付金 757億円

・都道府県警察費補助金 306億円

・国有提供施設等所在市町村助成

交付金 267億円

・中山間地域等直接支払交付金 265億円


